
７.施策体系別主要事業

　

 

 習志野市後期基本計画（平成２０年度～２６年度） 施策の体系 
 
  
 １．豊かな人間性と暖かさを育むまち （１） 豊かな人間性を育む教育の推進 
  
                    （２） 保健･医療･福祉環境の整備 
   
                    （３） 市民と行政との「協働型」社会の実現 
  
                    （４） 地方分権時代を踏まえたまちづくりの推進 
  
 
 ２．都市と自然が共生したまち    （１） 環境政策の充実 
   
                    （２） 自然環境の保全・活用 
   
                   （３） 美しい都市環境の創造 
 
 
 ３. 安全で安心な暮らしができるまち （１） 安全で安心なまちづくりの推進 
  
                   （２） 効果的な土地利用の推進 
 
                   （３） 快適な生活環境の創造 
  
                    （４） 地域情報化の推進 
  
 
 ４．活気あふれるいきいきとしたまち  （１） 商業、工業、農業の振興 
 
                   （２） 新しい産業の育成 
   
                   （３） 都市間・国際間交流の促進 
 

  
 習志野市では、平成１３年度から市制施行６０周年を迎え
る平成２６年度に向け、まちづくりの指針となる新しい基本
構想を定め、それに基づく基本計画を策定しました。 
  その基本計画の施策の体系に基づき、主要事業を分類し、
掲載しました。 



◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

（１）豊かな人間性を育む教育の推進
１．生涯学習、 233,874
生涯スポーツ、 ◎市民プラザ大久保の利用開始 教育委員会
芸術・文化活動の振興 　習志野郵便局旧局舎跡地に「市民プラザ大久保」を設置する。

管理運営は、地元住民が組織する団体を指定管理者に指定し、
実施する。

◆市民プラザ大久保運営事業 21,322

・生涯学習の推進
　市民カレッジの運営、生涯学習市民会議の開催、習志野かるた
大会の開催等、生涯学習の推進を図る。

◆生涯学習推進事業 14,659

・公民館講座の実施
講座の実施により学習機会を提供し、生活文化と生涯学習の

振興を図る。
◆公民館講座費 6,660

◎スポーツ施設予約システムの導入
　市民の利便性の向上、スポーツへの参加機会の拡充を目指し、
「スポーツ施設予約システム」を導入する。

◆スポーツ施設予約システム整備事業 7,694

◎大久保図書館を除く４図書館への指定管理者制度の導入
　指定管理者制度を導入し、図書購入費の増額、祝日開館の実施
等、利用者サービスの拡大を図る。

◆図書館管理運営事業 144,150
◆図書館資料整備事業 39,389

２．次代をひらく 2,684,197
学校教育の充実 ・幼稚園施設補修整備の実施 こ ど も 部

◆幼稚園整備事業 13,750

・私立幼稚園等就園奨励
　私立幼稚園・類似施設在園児の保護者に対する保育料の補助

◆幼稚園奨励費補助費 131,163

・幼稚園預かり保育の実施
・幼稚園児等宿泊保育の実施

　市立幼稚園年長児及び市立こども園５歳児対象
　(場所：鹿野山少年自然の家)

◆こども園運営費 145,176
◆幼稚園運営保育費 63,951

◎幼稚園施設耐震補強設計の実施
　屋敷幼稚園・谷津幼稚園の耐震補強設計を実施

◆幼稚園耐震対策事業 7,810

・小中学校施設維持管理事業の実施 教育委員会
◆小学校施設管理事業 40,883
◆中学校施設管理事業 19,430

◎小中学校耐震化事業の実施
谷津小学校校舎耐震補強工事
大久保東小学校校舎耐震補強工事
袖ケ浦西小学校校舎耐震補強工事
第三中学校校舎耐震補強工事
屋敷小学校校舎耐震補強工事設計委託
向山小学校体育館耐震補強工事設計委託
第四中学校校舎耐震補強工事設計委託
第一中学校校舎耐震補強工事設計委託

◆小学校耐震化事業 235,250
◆中学校耐震化事業 63,140

○津田沼小学校全面改築事業の実施
　校舎・体育館建設工事等

◆津田沼小学校全面改築事業 1,344,814

◎谷津小学校校舎増築事業の実施
◆谷津小学校校舎増築事業 62,842

◎谷津小学校グラウンド用地の取得
◆谷津小学校グラウンド用地取得事業 299,485

・校外活動事業の実施
◆校外活動事業 5,201

・鹿野山セカンドスクールの実施（場所：鹿野山少年自然の家）
　市立小学校４～６年生対象
　向山小１～６年生対象

◆鹿野山セカンドスクール事業 15,188

・富士吉田自然体験学習の実施
　市立中学校２年生対象（場所：富士吉田青年の家）

◆富士吉田自然体験学習推進事業 2,950

・ならしの学校音楽祭の実施
◆ならしの学校音楽祭事業 697

・各中学校区に読書指導員の配置
◆教育文化推進事業 18,067

１．豊かな人間性と暖かさを育むまち　　　9,302,012　千円

事　　　項 予  算 事業費 担 当 部



◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

・各中学校に教育相談員の配置 教育委員会
◆児童･生徒教育相談員推進事業 5,606

・各中学校にスポーツエキスパートの配置
◆スポーツエキスパート推進事業 1,423

・習志野高校にスクールカウンセラーの配置
◆スクールカウンセラー配置事業 2,024

・英語指導助手の配置(小中学校)
◆英語指導助手招請事業 29,748

◎中学校体育における武道必修化に伴う用具等の整備
◆武道必修化整備事業 5,185

・特別支援教育の推進
　　子どもの障がいに応じた適切な特別支援教育を推進するため、

学校配置の介助員を全小中学校に配置する。
◆特別支援教育推進事業 67,815

・給食センター備品特別整備事業の実施
　調理場内の備品を整備し、学校給食の充実を図る。

◆給食センター備品特別整備事業 1,972

○情報教育の推進
　小･中学校における教育ネットワークの整備・拡充を図る。
また、教員１人１台の校務用パソコン整備率を高めるとともに
教育の質の向上を図る。

◆小学校パソコン推進事業 62,900
◆中学校パソコン推進事業 22,748
◆校務用パソコン整備事業 12,000

・不登校児童・生徒の解消に向けた適応指導教室の効果的な運営
◆適応指導教室推進事業 257

・子どもや保護者の心の安定をはかる教育相談の充実
◆教育相談事業 565

・習志野市学力調査の実施
◆学力向上推進事業 2,157

３．学校、家庭、地域社会 4,816
が一体となった ・幼稚園親子ふれあい支援 こ ど も 部
教育の推進 　子育てふれあい広場の開催

 ◆幼稚園親子ふれあい支援事業 112

◎放課後児童会の施設整備 教育委員会
　大規模化し、施設が老朽化している藤崎児童会を新たに整備
するための設計委託を行う。

◆放課後児童会施設整備事業 4,704

（２）保健・医療・福祉環境の整備
１．保健･医療の充実 766,399

・妊婦健康診査の公費負担の充実 保健福祉部
平成２１年度に１４回に拡大した妊婦健康診査の公費負担を

継続実施する。
◆母子健康診査事業 155,921

○感染症予防対策の強化
　子宮頸がんワクチン(中学1年生～高校1年生対象)、ヒブワクチン
小児用肺炎球菌ワクチン接種を公費負担により実施する。
　日本脳炎予防接種の特例措置により、対象者を拡大して実施する。

◆予防接種事業 420,362

・「健康なまち習志野」計画の推進
　「健康なまち習志野（第３期計画）」に基づき、「市民が主役の
健康づくり」を推進するとともに、（仮称）習志野市健康なまち
づくり条例の制定を行う。

◆「健康なまち習志野」計画推進事業 790

○がん検診の強化
　　がんの早期発見、早期治療のため、女性特有のがん検診に加え、
　大腸がん検診の無料クーポン券を配布し、受診率の向上を目指す
　とともに、正しい健康意識の普及・啓発を図る。

◆がん検診 151,525

・国民健康保険人間ドック助成制度の実施 市民経済部
◆人間ドック助成事業 25,759

・後期高齢者人間ドック助成制度の実施
◆後期高齢者人間ドック助成事業 7,542

◎第２期特定健康診査等実施計画の策定
　　 高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、平成２５年度から
 　平成２９年度までの５年間における特定健康診査等実施計画を
 　策定する。

◆特定健康診査等実施計画策定事業 3,000

◎バリアフリー基本構想の策定 都市整備部
バリアフリー基本構想策定に向け、基礎資料作成のための

　調査委託を実施する。
◆バリアフリー基本構想策定事業 1,500

事　　　項 担 当 部事業費予  算



◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

２．地域福祉の充実 70,742
・第２斎場の整備 保健福祉部

習志野市、船橋市、鎌ヶ谷市、八千代市の四市複合事務組合に
よる第２斎場建設に係る建設予定地の埋蔵文化財調査及び環境
影響調査の経費を負担する。

◆四市複合事務組合運営費（葬祭） 70,742

３．高齢者福祉･ 5,268,794
障がい者福祉･ ・高齢者の地域参加の促進 保健福祉部
児童福祉などの充実 　高齢者の地域参加を促進するため、町会等が主催する各種催し物

の事業費に対し補助する。
◆高齢者ふれあい元気事業 14,203

・高齢者セーフティネットの充実
　・高齢者生活援護給付金の支給

　　介護保険の要介護４又は５と認定され、低所得の世帯に属する
　　高齢者に対し年額25,000円の生活援護給付金を支給する。

　　　　　　　　◆高齢者生活援護給付金支給事業 12,639

　・高齢者入院療養給付金の支給
　　低所得の世帯に属する７５歳以上の方の入院医療費の軽減を図

　　るため、３０日以上の入院に対し、年額25,000円を支給する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆高齢者入院療養給付金支給事業 1,905

◎高齢者外出支援事業
　　ひとり暮らし高齢者等に福祉タクシー券を交付し、日常生活に必
　要な交通手段の確保と経済的負担を軽減することにより、外出を促
　進し、引きこもりを予防する。

◆高齢者外出支援事業 8,334

・二次予防事業対象者把握事業
　　二次予防事業対象者を把握するため、65歳以上で要支援・要介護

認定を受けていない者に基本チェックリストの配布・回収を行う。
（3年に1度）また、把握した対象者への支援の強化を図る。

◆二次予防事業対象者把握事業 9,108

・高齢者見守りネットワークの促進
　　地域における高齢者支援活動及び支援組織のネットワーク化を促
　進する。

◆高齢者介護予防ネットワーク支援事業 2,106

◎東部保健福祉センター整備事業
　老朽化等に対応するため、空調、ボイラー設備の更新及び下水道
接続工事を実施する。

◆東部保健福祉センター整備事業 68,434

◎特別養護老人ホーム整備の推進
　　平成２４年度から２６年度の３年間における高齢者保健福祉計画
　及び介護保険事業計画に位置づける特別養護老人ホームを整備・運
　営する法人を公募し、選定する。

◆特別養護老人ホーム整備事業 239

・障害者自立支援法に基づく給付事業
　　新総合福祉ゾーンに開設されるグループホーム・ケアホームなど、
　障害福祉サービスの拡充により障がい者の自立と地域生活を支援す
　る。

◆障害者自立支援法に基づく給付事業 1,384,563

○相談支援体制の充実強化
　　相談支援業務の一部を委託することにより、身近な地域における
　相談支援体制の充実を図る。

◆地域生活支援事業 241,136

○障害児通所施設の一元化
　　あかしあ学園、あじさい学園を統合一元化したあじさい療育支援
　センターにより、障がい児支援の充実強化を図る。

◆あじさい療育支援センター運営費 38,654

◎ひまわり発達相談センターの開設
　　成長または発達に不安や課題のある児童及びその保護者の相談に
　対応し、必要な指導等を行うことにより、児童の健やかな成長を支援
　するため、ひまわり発達相談センターを開設する。

◆ひまわり発達相談センター運営費 9,912

・高校進学希望者の学習支援
被保護世帯の中学生を対象に、基礎学力の習得及び高等学校

進学に向けた個別指導を実施する。

・被保護者の健康管理自立支援
被保護世帯に病気予防や病状の悪化防止のための助言、指導を

行うことにより、自立支援を図る。
◆生活保護事務費 24,535

・次世代育成支援対策行動計画（後期計画）の推進 こ ど も 部
平成22年度から26年度までを計画期間とする、後期行動計画の

推進により、子育ち・子育てを地域(みんな)で支えるまちの実現
を目指す。

◆次世代育成支援対策事業 312

○保育所私立化事業
再編計画及びガイドラインに基づき、袖ケ浦第二保育所、

若松保育所の私立化に向け運営委託等を行う。
◆保育所私立化事業 305,273

事業費 担 当 部事　　　項 予  算



◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

○こども園の整備 こ ど も 部
　（仮称）袖ケ浦こども園建設に向けて、建設設計を実施する。
（H24～H25継続事業）

◆こども園整備事業 58,792

・民間認可保育所かすみ保育園の運営費の支弁・補助
◆民間認可保育所運営費助成事業 155,154

・保育所施設耐震補強設計の実施
　耐震診断結果による菊田保育所の耐震補強設計を実施

◆保育所耐震対策事業 16,440

・保育所施設補修整備の実施
◆保育所整備事業 35,900

・民間認可外保育施設の施設賃借料の一部を助成
◆民間認可外保育施設整備費等助成事業 10,797

・民間保育施設に通う児童の保護者に対する助成
◆民間保育施設入所児童助成事業 73,346

・幼児教室等施設に対する賃借料の助成
◆幼児教室等施設費助成事業 150

◎民間認可保育所施設整備に係る整備費の一部を補助
◆民間認可保育所施設整備費補助事業 93,750

・子育て応援ステーション事業
乳幼児を連れて外出する家族が外出中に授乳やおむつ交換など

で、立ち寄ることができる場を提供し、安心して乳幼児を連れて
外出できる環境を整える。

◆子育て応援ステーション事業 30

・子どもの医療費等助成
０歳から小学校３年生までの入通院及び小学校４年生から

６年生までの入院に対して医療費の一部を助成し、子どもの保健
向上及び子育て家庭への支援を図る。

◆子どもの医療費等助成事業 347,043

・ファミリー・サポート・センター事業の充実
育児や家事支援等の援助を受けたい人(利用会員)、援助の

できる人(提供会員)の会員相互の協力により、地域ぐるみで
子育てを支援する。

◆ファミリー・サポート・センター運営事業 6,436
◆家事支援ファミリー・サポート・センター運営事業 2,482

◆ショートステイ・ファミリー・サポート・センター運営事業 182

・児童虐待防止に向けたネットワークの充実
行政機能や地域の関係者で構成する「ならしのこどもを守る地

域ネットワーク」により、関係機関が連携しながら、虐待を受
けている等の保護を必要とする児童の早期発見や未然防止に
努める。

◆こどもを守る地域ネットワーク事業 234

・養育支援家庭訪問事業の推進
養育支援の必要がある家庭を訪問し、保護者に子育ての過重な

負担がかかる前に保健師等が専門的な支援を行い、保護者が安定
した養育環境の中で子育てを行うことにより、児童虐待の未然
防止を図る。

◆養育支援家庭訪問事業 169

・つどいの広場事業（きらっ子ルーム）
市内２カ所のきらっ子ルームにおいて、乳幼児をもつ親子が

気軽に集い、交流を図ったり、子育て相談等を行う。
◆つどいの広場運営事業 7,033

◎子どものための手当の支給
中学校３年生までの子どもを養育している者に手当を支給す

る。
◆子どものための手当支給事業 2,339,503

（３）市民と行政との「協働型」社会の実現
１．市民と行政との 110,187
｢協働型｣社会の実現 ・広報習志野の作成、発行及び配布 企画政策部

◆広報習志野発行事業 53,396

・ＣＡＴＶのコミュニティチャンネルを利用した広報番組の制作と
　放映

◆映像等制作事業 10,457

・ホームページによる情報提供と、広報番組の動画配信
◆ホームページ運営・管理事業 6,851

・市内施設地図の発行
◆市内案内冊子発行事業 1,248

◎市民の声を積極的に伺う機会として市長とのタウンミーティング
　の実施

・市民からの緊急の苦情等に迅速に対応する。
◆緊急苦情等対策事業 7,205

◎男女共同参画基本計画の策定 市民経済部
　平成２５年度計画策定に向け、意識調査を実施する。

◆男女共同参画基本計画策定事業 2,000

事　　　項 担 当 部事業費予  算



◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

・男女共同参画基本計画（ＤＶ防止施策を含む）の進行管理及び 市民経済部
　その評価の実施

◆男女共同参画推進事業 472

○男女共同参画社会の意識づくり
　講演会や講座の開催、情報紙の発行

◆男女共同参画啓発事業 1,031

・市民協働の推進及び市民協働インフォメーションルームの運営
◆市民協働推進事業 4,387

・市民参加型補助金、市民協働型委託事業の実施
市内で公益的な活動を行う市民活動団体等への事業補助や委託

事業を実施し、市民活動団体の自立を促す。
◆市民活動団体等支援事業 2,681

・集会所の修繕に対し補助を行う。
◆地域集会所整備事業 3,390

・まちづくり会議活動費･連合町会運営費補助・地域まつり等
　自治活動の支援

◆自治振興事業 9,770

・平和活動の推進
原爆死没者慰霊及び平和祈念式典の開催及び「核兵器廃絶平和

宣言」30周年記念事業の実施。
◆平和活動推進事業 2,299

・習志野らしさを生み出し、ふるさと意識を育む市民まつりの開催
　支援

　◆市民まつり開催補助事業 5,000

（４）地方分権時代を踏まえたまちづくりの推進
１．地方分権時代を 163,003
踏まえたまちづくり ◎次期基本構想・基本計画の策定 企画政策部
の推進 　社会経済情勢の変化や東日本大震災からの復旧・復興を踏まえた

本市のまちづくりの方向性・将来都市像を示すため、平成26～37年
を計画期間とする次期基本構想・基本計画の策定に取り組む。

◆基本構想・基本計画策定事業 11,472

○経営改革の推進
自治体経営の視点から平成22～26年度を計画期間とする経営改革
プランの着実な実施を推進する。

◆経営改革推進事業 13,279

◎新庁舎建設 財 政 部
　新庁舎建設に向け、基本構想・基本計画の策定等に取り組む。

◆新庁舎建設事業 35,600
◆新庁舎建設事前調査事業 23,376

・公共施設の再生
　老朽化が進む公共施設について、持続可能な行財政運営を念頭
に、中長期視点に立ち、将来のまちづくりを展望する中で、公共施設
の適正な機能の確保、配置、及び効率的な管理運営に係る「習志野市
公共施設再生計画」を策定する。

◆公共施設再生事業 4,112

・公会計改革の推進
財務書類四表及びアニュアルレポートを作成し、その結果を

活用した資産・債務改革の推進を検討する。
◆連結財務書類作成事業 6,821

・市の徴収金の収納率向上
調査の充実を図り、積極的な滞納処分を執行することにより

収納額の確保に努める。
徴収対策本部による検討結果を踏まえ、課税客体の的確な把握

と適正な賦課、確実な収納を図ることにより、市税収入の確保
に努める。

◆徴収事務費 65,233

・住民参加型市場公募地方債(はばたき債)の発行
住民の行政への参加意識の高揚を図ると共に、地方債の公募化

を通じて、資金の調達手法の多様化を図る。
◆市場公募債発行事業 3,110

２．都市と自然が共生したまち　　　　　　1,755,534　千円
◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

（１）環境政策の充実
１．総合的な環境施策 1,093,814

○地球温暖化対策 環 境 部
　　エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）に基づき、
　特定事業者としての報告等を行うとともに、本市の省エネ及び
　地球温暖化対策を推進する。併せて、温室効果ガスの削減に寄与
　する太陽光発電システム及びガス高効率給湯器の普及を引き続き
　促進する。

◆地球温暖化対策事業 2,850
◆エコシステム設置費補助事業 86,500

事　　　項

予  算 事業費 担 当 部事　　　項

事業費 担 当 部予  算



◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

・有価物回収運動の奨励 環 境 部
　ごみの減量及び資源化意欲の向上のための運動を推進する。

◆有価物回収運動奨励事業 32,844

・習志野市空き缶等の投棄、違反ごみ出し並びに飼い犬及び飼い猫
　のふんの放置をしないまちづくり条例の推進
　　ごみゼロ運動などを通じてきれいなまちづくりの推進を図る。

◆きれいなまちづくり推進事業 5,116

◎循環型社会形成推進地域計画の策定
　　循環型社会を形成するため、５ヶ年程度のごみ処理システムの
　基本的な方向性や整備する施設の種類、規模等の概要を見通した
　「循環型社会形成推進地域計画」を策定する。

◆循環型社会形成推進地域計画策定事業 2,000

◎し尿処理施設の将来計画の策定
　　減少傾向にある、し尿及び浄化槽汚泥を処理する施設の将来計
　画を策定する。

◆し尿処理施設将来計画策定事業 3,000

・環境の調査
　大気・水質・土壌及び騒音振動環境調査
　ダイオキシン類環境調査　水質環境ホルモン調査他

◆環境調査事業 20,026

・地下水の汚染対策
　地下水汚染物質除去対策
　地下水水質調査他

◆地下水汚染対策事業 12,276

・芝園清掃工場の運営
　　溶融生成物の再資源化、余熱を利用した発電等、ごみの安定的
　かつ効率的な適正処理を推進する。

◆芝園清掃工場運営費 929,202

（２）自然環境の保全・活用
１．自然環境の 245
保全･活用 ・谷津干潟の保全 環 境 部

◆谷津干潟保全事業 245

（３）美しい都市環境の創造
１．美しい都市環境の 661,475
創造 ・ハミングロードの再整備 環 境 部

　ハミングロード施設改修他
◆ハミングロード再整備事業 10,000

・公害の防止･生活環境の保全や、都市景観の保持を目的とした谷津
　干潟公園の取得費償還

◆習志野地区共同福利施設建設事業 313,875

・緑地・緑道・街路樹の維持管理及び環境整備
◆緑地・緑道・街路樹整備事業 1,100

・ＪＲ津田沼駅南口特定土地区画整理事業で配置される近隣（防災）
　公園の公共施設管理者負担金他

◆近隣（防災）公園整備事業 336,500

３．安全で安心な暮らしができるまち　　　3,244,825　千円
◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

（１）安全で安心なまちづくりの推進
１．防災対策の充実 192,621

・自主防災組織の拡充及び強化 企画政策部
◆自主防災組織事業 7,841

○防災行政用無線のバッテリー交換及び、携帯型無線機の更新
◆防災行政用無線事業 10,989

・総合防災訓練の実施
◆総合防災訓練事業 2,335

○防災資機材の拡充及び強化
◆防災資機材等整備事業 9,921

◎地域防災計画の修正を実施する。（H23～H25継続事業）
◆地域防災計画策定事業 18,000

○救急救命士を含む救急隊員の養成及び再教育を行う。 消 防 本 部
◆救急隊員研修事業 5,293

○救急救命効果の向上を図るため、市民等に対し普通救命講習等を
　実施する。

◆応急手当普及啓発活動推進事業 2,317

・火災時の死傷者を減少させるため、住宅及び老人福祉施設の防火
　対策を推進する。

◆火災予防推進事業 537

事　　　項

担 当 部

予  算 事業費 担 当 部

事　　　項 予  算 事業費



◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

◎新たに市内公共施設にＡＥＤの設置を推進する。 消 防 本 部
◆ＡＥＤ整備事業 3,835

○東部地区の消防力の充実強化を目指し、老朽化、狭隘化した実籾
　分遣所の建て替えを行う。（H24～H25継続事業）

◆実籾分遣所建替事業 41,750

○消防救急無線のデジタル化及び県内ネットワーク化を県内全市町村
　消防本部及び組合消防が共同で整備する。

◆消防救急無線整備事業 71,103

・老朽化したポンプ自動車（第８分団）を最新鋭の車両に更新する。
◆消防車両等整備事業 18,700

２．防犯･交通安全対策 58,127
の充実 ・防犯講演会等の開催、啓発活動の推進、「キラット・ジュニア防犯 企画政策部

  隊」の充実
◆犯罪のない安全で安心なまちづくり事業 3,805

・安全で安心なまちづくり協議会において、防犯に関する基本的施策
  事項を調査・審議する。

◆安全で安心なまちづくり協議会 182

・地域防犯活動促進に向けた情報提供や物品の貸与等の支援
◆地域防犯活動支援事業 419

・各町会・自治会等で維持管理する防犯灯の電気料金の補助とする
　防犯灯事業

◆防犯灯事業 39,417

・交通安全施設の整備 都市整備部
ガードレール、道路反射鏡、道路照明灯など、交通安全施設を

整備し、交通事故防止を図る。
◆交通安全施設整備事業 14,304

３．消費者保護対策の 8,645
充実 ・消費生活相談員を中心とした消費生活相談の実施及び啓発 市民経済部

◆消費生活相談事業 8,195

・消費生活展の開催
◆消費生活展開催事業 450

（２）効果的な土地利用の推進
１．効果的な 478,256
土地利用の推進 ・実籾５丁目市有地の有効的な活用方法について、民間が有する 財 政 部

　ノウハウを活用した「プロポーザル方式」による最適な事業
　計画を推進する。

◆実籾５丁目市有地活用検討事業 317

◎仲よし幼稚園跡地の有効的な活用方法について、民間が有する
　ノウハウを活用した「プロポーザル方式」による最適な事業
　計画を推進する。

◆仲よし幼稚園跡地活用検討事業 750

・ＪＲ津田沼駅南口周辺地域の開発整備 都市整備部
組合施行による土地区画整理事業実施に要する経費の一部を

負担及び補助する（３・４・８号線道路築造費、電線類地中化
工事他)。

また、施行区域外の都市計画道路整備に向けた用地取得及び
調査委託等を行う。

 ◆ＪＲ津田沼駅南口周辺地域開発整備事業 185,189
 ◆ＪＲ津田沼駅南口特定土地区画整理事業 292,000

（３）快適な生活環境の創造
１．都市基盤の 2,138,704
整備･充実 ・津田沼処理区(整備面積　6.10ｈａ) 都市整備部

　(処理場補助) 汚泥処理設備の濃縮設備増設のための実施設計委託
　(補助)面整備事業  Ｌ＝117.0ｍ  藤崎５丁目地区面整備
　　　　秋津汚水中継ポンプ場実施設計業務委託
　(単独)面整備事業  Ｌ＝1349.4ｍ  藤崎２･３･４･６丁目地区

 ◆津田沼処理区処理場補助事業 8,600
 ◆津田沼処理区補助事業 24,400
 ◆津田沼処理区単独事業 319,800

・印旛処理区(整備面積　15.64ｈａ)
　(補助)面整備事業  Ｌ＝644.5ｍ 
　　　　東習志野６丁目地区
　(単独)面整備事業  Ｌ＝704.1ｍ
　　　　大久保４丁目、実籾２丁目、東習志野６丁目

 ◆印旛処理区補助事業 87,000
 ◆印旛処理区単独事業 163,500

・高瀬処理区(整備面積　5.07ｈａ)
  (単独)面整備事業　Ｌ＝687.6ｍ  谷津５・６丁目地区

◆高瀬処理区単独事業 240,500

・老朽化した香澄汚水幹線の改築工事を実施するための実施設計委託
◆公共下水道改築事業 20,000

予  算 事業費 担 当 部事　　　項



◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

・津田沼浄化センターの合流改善事業として雨水滞水池の改造工事を 都市整備部
　行う。

◆合流改善事業 30,000

・都市計画道路３･３･３号線の整備
  （第２工区）
　　　区間  都計道３･４･９号線～市道00－009号線
　    施行延長　635ｍ  基本幅員　22ｍ
 　   千葉県が事業主体となり実施。

 ◆３・３・３号線整備事業 129,314

・都市計画道路３･３･１号線の整備
   　 区間  区画整理区域北側境界～興和電機前
 　   施行延長  607ｍ  基本幅員　24ｍ
　    千葉県が事業主体となり実施。

 ◆３・３・１号線整備事業 57,808

・都市計画道路３･４･１１号線の整備
　　　区間　都計道３･４･１５号線～３･４･４号線(梅林園)
  　  施行延長  874ｍ　基本幅員　16ｍ

 ◆３・４・１１号線整備事業 445,579

・都市計画道路３･４･４号線の整備
　　　区間　都計道３･４･１１号線(梅林園)～千葉市境
  　  施行延長　356ｍ  基本幅員　18ｍ

 ◆３・４・４号線整備事業 83,826

・道路の改良
　道路改良４路線の他、電柱移設などを実施する。

 ◆道路改良事業 62,870

・鷺沼中央跨線橋の耐震対策
平成２４年度までに、昭和４８年に架設した鷺沼中央跨線橋の

耐震対策を実施し、大規模地震発生時の輸送経路を確保する。
　（Ｈ２０：アプローチ部、Ｈ２１：京成線軌道部、
　　Ｈ２２～Ｈ２４：ＪＲ線軌道部、アプローチ部）

◆鷺沼中央跨線橋耐震対策事業 201,900

・市道00－101号線の道路拡幅
　　歩道整備費、電線共同溝整備費及びJR津田沼駅南口土地区画
　整理組合に対する公共施設管理者負担金（用地取得費・移転
　補償費分）を計上する。

◆市道00-101号線道路拡幅整備事業 183,500

・コミュニティバス（京成津田沼駅ルート、京成大久保駅ルート）を運行
　するバス事業者に対して補助を行う。

◆コミュニティバス運行事業 55,107

◎コミュニティバスの運行によっても残されている公共交通不便地域に 企画政策部
　ついて、その解消を目指し、公共交通に関する会議を立ち上げ、対応
　策について検討するとともに実験的な運行に向けた計画を策定する。

◆公共交通活性化研究事業 5,000

・ガス事業 企 業 局
　ガス導管本支管工事　　11,240ｍ

・水道事業
　水道配水管本支管工事　 6,870ｍ

２．住宅政策の充実 328,151
・昭和５６年５月以前に建築された木造住宅の耐震診断の実施 都市整備部

◆木造住宅耐震診断事業 450

○昭和５６年５月以前に建築された木造住宅の耐震改修の促進
◆木造住宅耐震診断費補助事業 2,118
◆木造住宅耐震改修費補助事業 18,022

・市営住宅の安全性の確保及び良好な居住環境の維持を図るため、
　香澄団地１号棟の給水管改修工事等、ライフラインを中心とした
　維持補修工事等を行う。

◆市営住宅維持管理事業 63,576

○市営住宅大規模改修事業として、泉団地３号棟の大規模改修工事
　及び東習志野団地３号棟の実施設計等を行う。

◆市営住宅大規模改修事業 231,985

◎必要な耐震性が確保されていない鷺沼団地2号棟の耐震補強工事の
　実施設計、及び再診断が必要な香澄団地1号棟の耐震診断を実施す
　る。

◆市営住宅耐震補強事業 12,000

（４）地域情報化の推進
１．情報化の推進 40,321

・市民の利便性の向上及び行政の効率化を図るため、電子受付 総 務 部
　サービスを運用し、行政手続等のオンライン化を推進する。

◆地域情報化推進事業 40,321

担 当 部事　　　項 予  算 事業費



４．活気あふれるいきいきとしたまち　　　　846,316　千円
◎は新規事業、○は拡充事業、・は継続事業   （単位：千円）

事          業          概          要
◆予算書の事業名　　

（１）商業、工業、農業の振興
１．商業、工業、 822,085
農業の振興 ・勤労者の福祉の向上･雇用の安定を目指し、講演会等を実施する。 市民経済部

・本市ホームページを活用した市内事業所等の求人の情報提供を
　行う。

 ◆雇用対策事業 931

・千葉県緊急雇用創出事業臨時特例基金を財源として、緊急雇用
　創出事業を行う。（新規雇用者数１７人の見込み）

◆緊急雇用創出事業（商店街交流施設運営事業） 19,644
◆緊急雇用創出事業（公園安全パトロール事業） 7,657

◆緊急雇用創出事業（地域包括支援センター高齢者台帳情報整理事業） 1,274

◆緊急雇用創出事業（中小企業資金融資管理台帳システム構築事業） 8,070

・金融機関への貸付金を預託し、市制度融資枠を確保するとともに、
　その利子の一部を補給する。

 ◆中小企業振興事業 681,658

・地域経済活性化の推進団体である商工会議所の事業に対して補助を
　行う。

 ◆商工会議所補助事業 21,000

○商業振興及び商店街活性化を推進するため、関係団体と連携した
　各種事業の実施、市内の商店街を統括する商店会連合会の事業に
　対する補助、企業や市民活動団体、町会等の交流促進を行う。

 ◆商業活性化事業 2,735

・商店街の街路灯の電気料及び維持管理費用に対して補助を行う。
 ◆商店街共同施設管理事業 2,260

・魅力や賑わい、交流の場の中心的な存在となる商店街づくりを行う
　ため、環境整備事業を実施する商店会等に対して補助を行う。

◆商店街共同施設整備事業 2,625

・緊急経済対策の一環として、経営に大きな打撃を被っている市内
　小規模事業者に対して、重点的に市公共施設の修繕の発注を行う。

◆緊急地域経済対策事業 50,000

・企業局においても、緊急経済対策として市内小規模事業者に対する 企 業 局
　修繕の発注を行う。

◆緊急地域経済対策事業 10,000

・健康でゆとりある市民生活の確保を図り、良好な都市環境の形成と 市民経済部
　地域社会と調和した農地の有効利用を図るため、市民農園整備を行
　う。

 ◆市民農園整備事業 2,097

・農業従事者の生産意欲の向上と経営の安定を図るため、土壌改良事
　業などの各種補助事業を行う。

 ◆都市農業支援事業 10,000

・農業生産環境の確保及び農業生産向上を図るため、基盤整備の一環
  として農道整備を行う。

◆農道整備事業 2,134

（２）新しい産業の育成
１．新しい産業の育成 4,000

・本市産業の活性化と新技術・新産業の創出を図るため、産学官連携 市民経済部
　プラットホーム委託事業を実施する。

◆産学官連携事業 2,800

・創業、起業の促進を図るため、コミュニティ・ビジネスやＳＯＨＯ
　等を含めた創業塾の開催等による創業、起業の支援を行う。

◆コミュニティビジネス推進事業 1,200

（３）都市間・国際間交流の促進
１．都市間･国際間 20,231
交流の促進 ・国際交流協会への助成及び姉妹都市青少年訪問団の受け入れ 市民経済部

 ◆国際交流推進事業 11,752

・生徒海外研修の実施 教育委員会
　姉妹都市タスカルーサ市での英語研修の実施

◆高等学校総務事務費 8,479

担 当 部予  算 事業費事　　　項
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